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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、株主をはじめとした全てのステークホルダーとの信頼関係を構築し、持続的な成長、中長期的な企業価値の向上を図るためには、コー
ポレートガバナンスの充実が重要であると認識しております。当社のコーポレートガバナンスに関する考え方・方針を明確にするために、「コーポレ
ートガバナンスに関する基本方針」を制定しております。当社ウェブサイトをご参照ください。（https://www.tokyotekko.co.jp)

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

〈原則　１－４　政策保有株式〉

　政策保有株式の保有については、企業価値向上の観点で、企業戦略の遂行上必要であるもの及び、業務における取引の維持・強化等、保有目
的が合理性を持つものを対象に行うことを基本としております。

　保有継続については、取締役会において、資本コスト等も踏まえて検証を行うこととしており、本年度については保有継続が不適と判断したもの
はありませんでした。

　また、議決権の行使については、当該発行会社ごとに保有事情が異なることから、現時点においては統一的な基準は設けておりません。

〈補充原則　２－３－１〉

　当社は、サステナビリティを巡る課題への対応が、リスクの減少のみならず収益機会にもつながる重要な経営課題と認識しており、環境基本方
針や環境目標を定め、従前より、環境負荷低減活動や社会貢献活動などに取り組んでおりますが、サステナビリティに関する包括的な基本的な
方針の策定や、委員会の設置等には至っておらず、具体的な内容については、今後の検討課題と考えています。

〈補充原則　２－４－１〉

　当社は、女性・外国人・中途採用者の中核人材への登用等における多様性の重要性については認識しており、積極的に取組んでおりますが、
具体的な目標設定や実施状況の開示までに至っておらず、今後の検討課題と考えています。

〈補充原則　３－１－３〉

　当社は、サステナビリティについては、八戸工場での低濃度ＰＣＢ廃棄物の無害化処理などの環境リサイクル事業、はちのへクリーンパートナー
制度への登録と清掃などの地域社会貢献活動や、省エネ活動、緑化活動などに取組んでおり、その内容は、「環境報告書」にて発信しております
。

　人的資本や知的財産への投資等及び、ＴＣＦＤ等の枠組みに基づく開示については、今後の検討課題と考えています。

〈原則　４－２　取締役会の役割・責務（2）〉

　経営陣の報酬については、単年度業績連動を原則としています。インセンティブ付けとして中長期的な業績や潜在的リスクを反映させることは、
今後の検討課題としています。

〈補充原則　４－２－１〉

　経営陣の報酬は、取締役会決議により制定された「取締役報酬規程」に基づき「指名報酬諮問委員会」へ諮問し答申を得た上で決定することとし
ている。また、単年度業績連動を原則としているが、業績が原料などの市況に大きく左右されるという業界に所属する企業として、持続的な成長に
向けた健全なインセンティブとして機能する報酬体系をどのように構築するかは、今後の検討課題と考えています。

〈補充原則　４－２－２〉

　当社は、鉄資源のリサイクルを通じて社会に貢献する企業として、環境問題に対して取り組んでおります。今後、中長期経営方針において、サス
テナビリティに関する基本的な方針などを策定し、取締役会による審議、進捗管理等を通して、経営資源の配分や事業ポートフォリオ戦略実行の
実効的な監督などを図ってまいります。

〈原則　４－１１　取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件〉

　社外取締役は、弁護士２名、公認会計士２名で構成され、取締役会全体の知識・経験・能力はバランス・多様性・規模について適正であると考え
ております。

ジェンダー、国際性、職歴、年齢の面を含む多様性と適正規模を両立させる構成とすることについては、今後の検討課題としております。

〈補充原則　４－１１－１〉

　取締役会は、２０名以下の適切な人数とし、その内５名以内を監査等委員とすることとしており、現在取締役11名、内監査等委員5名で、監査等
委員の内、4名が独立社外取締役です。多様な知見・経験・能力を有した、全体としてバランスのとれた構成とすることとしており、スキル・マトリック
スは、2022年6月の定時株主総会招集通知参考書類から開示しております。

　現在、独立社外取締役に他社での経営経験者はおりませんが、当社の企業価値増大に資する人材の明確化も含め、今後の検討課題と考えて
います。



【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

〈原則　１－７　関連当事者間の取引〉

　当社は、役員と取引を行う場合には、当社及び株主共同の利益を害することのないよう取締役会規程に基づき取締役会の承認を得ています。
また、主要株主等との取引の場合でも、重要性の高いものについては、同様の扱いとしています。

（原則　２－６　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮〉

　企業年金については、総務・人事部を所管部署として、適切な資質を持った担当者を配置しております。

運用状況については、運用機関から定期的に報告を受け、適時対応をしております。

（原則　３－１　情報開示の充実〉

１．会社の目指すところは、以下の当社ウェブサイトで開示しています。　（https://www.tokyotekko.co.jp/)

２．コーポレートガバナンスに関する基本的は考え方と基本方針につきましては、以下の当社ウェブサイトで開示しています。　(https://www.tokyo
tekko.co.jp/)

３．報酬は、当社の持続的な成長と企業価値の向上に向けた意欲を高めることのできる、適切、公平かつバランスの取れたものとしております。う
ち賞与は業績に連動し、月額報酬については、一部業績連動要素を加え、取締役会の決議により制定された「取締役報酬規程」に定めております
。個人別の報酬額の決定は、「指名報酬諮問委員会」へ諮問し答申を得た上で取締役会で決議し、決定することとしております。

４．経営陣幹部、取締役候補については、優れた人格・見識を備え、豊富な経験とともに高い倫理観を持ち、株主からの経営の委任に応え、その
職務と責任を全うできる適任者を代表取締役が選定し、指名報酬諮問委員会へ諮問し答申を得た上で取締役会で決定しています。監査等委員で
ある取締役候補については、優れた人格・見識を備え、豊富な経験とともに高い倫理観を持ち、監査等の職務を全うできる適任者を代表取締役が
選定し、指名報酬諮問委員会へ諮問し答申を受けた上で取締役会で決定しています。

解任については、社内規定に基づいて、指名報酬諮問委員会へ諮問し答申を受けた上で行うこととしております。

５．社外を含む取締役候補者の経歴、選任理由について、株主総会招集通知参考書類に記載他、選解任については適時開示してまいります。

〈補充原則　４－１－１〉

　取締役会は、法令・定款に定められた事項のほか、取締役会規程で定めた事項を審議・決定し、それ以外の事項については、権限規程に基づ
き、業務執行取締役・執行役員に委任しています。

〈原則　４－９　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質〉

　社外取締役の選任に当たっては、会社法上の要件、東京証券取引所の独立性基準に従い、当社と利害関係がなく一般株主と利益相反が生じ
る恐れのない者としています。

〈補充原則　４－１０－１〉

　当社は、取締役・執行役員の指名・報酬等に係る取締役会の機能の公正性・透明性・客観性を強化し、コーポレートガバナンスの充実を図ること
を目的として、「指名報酬諮問委員会」を設置しております。

　「指名報酬諮問委員会」の権限は、取締役・執行役員の選任・解任、個人別報酬、指名・報酬に関する基本方針等の制定及び、後継者計画に関
する事項を審議し、取締役会へ答申・助言することとしております。

　委員は取締役７名で、その内過半数の４名を独立社外取締役としています。独立性は東京証券取引所の独立性基準を基準としております。

〈補充原則　４－１１－２）

　事業報告、株主総会参考書類において、各取締役の他の上場会社を含む重要な兼職を開示しています。

〈補充原則　４－１１－３）

　〈取締役会実効性評価　結果の概要〉　

　前年度の取締役会実効性評価の結果、取り組むべき課題とした下記２点、

　１．中期ビジョン2022の進捗モニタリング

　　　中期ビジョン2022の年次見直しに際して、社外取締役との討議会を開催し、意見交換することを継続して行う。

　２．改訂されたコーポレートガバナンスコード、東証市場改革に向けた対応に関する討議の実施により関与を行う。

について、その実施状況並びに前年度との状況比較などについて、各取締役に対してアンケート形式で質問を実施、その回答内容を踏まえて、活
動状況、運営状況、改善状況などを総合的に評価した結果、取締役会の実効性については、概ね確保されているとの結論に至った。

　更に、取締役会の実効性の向上の観点より、中期経営計画策定を通じて戦略見直し、重点項目策定に関与するとともに、環境対策分野などで
のガバナンス向上に向けた取り組みを推進することで、意見の一致を見た。

　

（補充原則　４－１４－２）

　新任取締役については、法務・コンプライアンスを含む外部研修に参加しています。また、取締役は当社の経営課題、財務状態など常に情報収
集を心掛けることが求められており、当社は必要に応じ、トレーニングを実施しています。

（原則　５－１　株主との建設的な対話に関する方針）

　ＩＲを担当する取締役を設置し、社内の関連各部門との有機的な連携により、株主との建設的な対話を促進する体制を構築しています。また、必
要に応じて、個別面談以外の場を設けるとともに、対話の結果については、取締役はじめ社内での共有化に努めています。インサイダー情報の管
理についても十分留意しています。



２．資本構成

外国人株式保有比率 20%以上30%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 834,800 9.24

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED STOCK FUND

(PRINCIPAL ALL SECTOR SUBPORTFOLIO)
739,833 8.19

合同製鐵株式会社 460,000 5.09

株式会社三井住友銀行 450,000 4.98

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 215,300 2.38

朝日工業株式会社 186,000 2.06

東京鐵鋼従業員持株会 163,925 1.81

BBH FOR FIDELITY GROUP TRUSTBENEFIT

(PRINCIPAL ALL SECTOR SUBPORTFOLIO)
129,447 1.43

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 124,500 1.38

DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 113,799 1.26

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

大株主の状況については、2022年3月31日現在の状況を記載しております。

大株主の状況には記載しておりませんが、2022年3月31日現在、当社は自己株式333,351株を所有しております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 3 月

業種 鉄鋼

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 20 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 11 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

園部　洋士 弁護士

藤原　哲 公認会計士

片岡　宏介 公認会計士

増江　亜佐緒 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他



会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

園部　洋士 ○ ○

〈略歴）

１９９４年４月弁護士登録

１９９４年４月須田清法律事務所入所

２００１年１０月林・園部・藤ヶ崎法律事務
所（現　至高法律事務所）開設（現）

２０１０年３月日本管理センター株式会社
社外監査役就任

２０１３年３月株式会社レッグス（現株式会
社ＣＬホールディングス）社外監査役就任

２０１４年６月当社社外監査役就任

２０１６年３月株式会社ＰＡＬＴＥＫ社外取締
役就任

２０１６年３月日本管理センター株式会社
社外取締役（監査等委員）就任

２０１６年６月株式会社ケアサービス社外
監査役就任（現）

２０１６年６月当社社外取締役（監査等委
員）就任（現）

２０１７年３月株式会社レッグス（現株式会
社ＣＬホールディングス）社外取締役就任（
現）

〈招聘理由〉

弁護士としての豊富な経験と高い見識を当社
の経営に活かすため。

〈独立役員指定理由〉

弁護士として、大株主企業、主要な取引先の出
身者ではなく独立性が高いことから独立役員に
指定しました。

藤原　哲 ○ ○

〈略歴〉

１９８９年１０月中央新光監査法人入所

１９９３年３月公認会計士登録

１９９７年２月藤原公認会計士事務所開設
（現）

１９９８年３月税理士登録

２００１年４月株式会社アドミラルシステム
（現　株式会社ＡＳＪ）社外監査役就任

２００６年９月日本住宅サービス株式会社
社外監査役就任

２０１５年６月株式会社ＡＳＪ社外取締役（
監査等委員）就任

２０１８年６月当社社外取締役（監査等委
員）就任（現）

〈招聘理由〉

公認会計士として豊富な経験と、財務・会計に
関する専門的な知識を当社の経営に活かすた
め。

〈独立役員指定理由〉

公認会計士として、大株主企業、主要な取引先
の出身者ではなく独立性が高いことから、独立
役員に指定しました。

片岡　宏介 ○ ○

〈略歴〉

２０００年１０月中央青山監査法人（現PwC
あらた有限責任監査法人）入所

２００４年４月公認会計士登録

２００７年１月マイルストーンターンアラウン
ドマネジメント株式会社入社

２００８年１１月PwCアドバイザリー株式会
社（現　PwCアドバイザリー合同会社）入
社

２０１８年７月片岡公認会計士事務所開設
（現）

２０１８年７月CPAパートナーズ株式会社
パートナー（現）

２０１９年６月株式会社ワットマン社外取締
役就任（現）

２０２０年３月株式会社Fun Group監査役

就任

２０２０年６月当社社外取締役（監査等委
員）就任（現）

〈招聘理由〉

公認会計士として豊富な経験と、財務・会計に
関する専門的な知識を当社の経営に活かすた
め。

〈独立役員指定理由〉

公認会計士として、大株主企業、主要な取引先
の出身者ではなく独立性が高いことから、独立
役員に指定しました。



増江　亜佐緒 ○ ○

〈略歴〉

２００２年１０月東京弁護士会登録

２００８年５月奥野総合法律事務所（現弁
護士法人奥野総合法律事務所）入所（現）

２０１５年６月株式会社東邦銀行社外取締
役就任

２０１８年６月株式会社東邦銀行社外取締
役（監査等委員）就任（現）

２０１８年９月国立大学法人室蘭工業大学
監事就任（現）

２０２１年１１月公益財団法人日本共同証
券財団理事就任（現）

２０２１年１１月株式会社鈴木商会社外監
査役就任（現）

２０２２年６月当社社外取締役（監査等委
員）就任（現）

〈招聘理由〉

弁護士としての豊富な経験と高い見識を当社
の経営に活かすため。

〈独立役員指定理由〉

弁護士として、大株主企業、主要な取引先の出
身者ではなく独立性が高いことから独立役員に
指定しました。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役（名

）
社外取締役（名

）
委員長（議長）

監査等委員会 5 1 1 4 社外取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

なし

現在の体制を採用している理由

補助使用人を必要とする場合には、適切な者を監査等委員会専属の補助使用人として選任することとしている。

また、補助使用人の人事異動、人事評価、懲戒については監査等委員会の承認を必要とし、業務を行うに当たり、他の業務執行組織の指揮命令
は受けないものとしています。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

会計監査人による決算関連監査時や実地棚卸時等に、監査等委員会は会計監査人から監査結果の報告を受ける他、意見交換を行っています。

内部監査室は内部監査の実施計画や監査結果を都度監査等委員会に報告しています。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員（
名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名報酬諮問委員
会

7 0 3 4 0 0
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名報酬諮問委員
会

7 0 3 4 0 0
社内取
締役



補足説明

　取締役及び執行役員の指名・報酬等に係る取締役会の機能の公正性・透明性・客観性を強化し、コーポレートガバナンスの充実を図ることを目
的として設置し、取締役及び執行役員の選任・解任、個人別の報酬等について審議し、取締役会に対して答申・助言を行うこととしております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

独立役員の資格を満たす社外役員を全て独立役員に指定しています。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

該当項目に関する補足説明

役員賞与支給がインセンティブになると考えている。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

個別報酬の開示はしていない。



報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

・２０２２年３月期

　取締役（監査等委員を除く）報酬　　　　　　　　　　　　　　　１４５百万円　（内訳　固定報酬　１１４百万円、業績連動報酬　３１百万円）

　取締役（監査等委員）報酬（社外取締役を除く）　　　　　　 １９百万円　（内訳　固定報酬　１９百万円）

　社外取締役（監査等委員）報酬　　　　　　　　　　　　　　　　 ２９百万円　（内訳　固定報酬　２９百万円）

・当社は取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針（以下、決定方針という。）について、取締役会決議により定めており、その内容は次の
通りです。

「当社の取締役の報酬は、当社の持続的な成長と企業価値の向上に向けた意欲を高めることのできる報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定
に際しては、各職責を踏まえた、適切、公平かつバランスの取れたものとすることを基本方針とする。具体的には、基礎報酬と役職報酬による固定
報酬と、業績報酬と賞与による業績連動報酬により構成し、上席執行役員又は執行役員を兼ねる取締役については、さらに個人業績を加味して
決定することとする。なお、業績が原料や製品などの市況に大きく左右されることから、業績連動報酬は比較的小さな範囲にとどめ、単年度の業
績と連動させることを原則とする。中長期的な業績や潜在的なリスクを反映させる非金銭報酬等の採用は今後の検討課題とする。また、取締役の
種類別の報酬割合については、上位の役位ほど業績連動報酬のウェイトが高まる構成とする。」

なお、毎期の取締役の個人別の報酬等の内容の決定については、役職ごとの報酬等を定めた「取締役報酬規程」に基づき算定され、指名報酬諮
問委員会の答申、助言を受けた上で、取締役会にて決定しております。　また、監査等委員である取締役の報酬は、経営に対する独立性、客観性
を重視する視点から固定報酬のみで構成され、各監査等委員である取締役の報酬額は、監査等委員である取締役の協議により決定しております
。

また、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額については、２０１６年６月２９日開催の第８８回定時株主総会の決議により年額４
億５千万円以内と設定しております。監査等委員である取締役の報酬限度額については、２０１６年６月２９日開催の第８８回定時株主総会の決議
により年額７千万円以内と設定しております。

【社外取締役のサポート体制】

　社外取締役には、毎月開催される取締役会、監査等委員会及び経営会議に出席いただき、経営上の重要事項についての決定の報告が確実な
ものとなるよう努めており、取締役会の開始前には資料の配布や説明により状況が確認できるよう努めております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　当社は、監査等委員会制度を採用しております。取締役（監査等委員であるものを除く。）は６名、監査等委員である取締役が５名で、監査等委
員である取締役のうち社外取締役は４名です。社外取締役は全員独立役員に指定しております。

　取締役会は、「取締役会規程」に基づき、法令又は定款に規定された事項及び経営上の重要事項の報告、審議、決議を行っております。監査等
委員である取締役は、取締役会が担う監督機能が適切に発揮されていることを監視するとともに、自らも監督機能の一部を担うものとして積極的
に発言し、客観的、合理的な判断の確保に努めております。また、取締役会の任意の諮問機関として、取締役及び執行役員の指名・報酬等に関
する検討・審議等を行うための「指名報酬諮問委員会」を設置しております。

　監査等委員会は、「監査等委員会規則」及び「監査等委員会監査等基準」等に基づき、内部統制システムの適切な構築、運用を中心に経営の
日常的な活動全般にわたり監視することを基本として、他の取締役及び重要な使用人からの業務執行状況の聞き取りや、稟議書類の閲覧等を通
じて、適法性のチェックを行っております。また、会計監査人と定期的な情報交換を行うとともに、監査結果の報告を受けるなど緊密な連携を取っ
ております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、事業の持続的な発展、企業価値の向上に、更なる取締役会の的確、迅速で機動的な業務意思の決定と経営監督機能の強化が必要で
あるとの考えから、２０１６年６月開催の第８８回定時株主総会で定款一部変更を承認いただき、監査等委員会設置会社に移行するとともに監査
等委員である社外取締役３名（現４名）を選任いたしました。これにより体制の一層の充実が図られるものと考えております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 株主総会招集通知は、株主総会開催日の３週間前までに発送することとしている。

電磁的方法による議決権の行使
電子投票制度は、証券代行機関が運営する議決権行使ウェブサイトを利用する方式を採
用している。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

株式会社ＩＣＪが運営する議決権電子行使プラットフォームを採用している。

招集通知（要約）の英文での提供
株主総会招集通知の英語版（要約）を作成し、東京証券取引所のウェブサイト及び当社ホ
ームページに掲載している。

その他
株主総会招集通知は、発送の３営業日前までに、東京証券取引所のウェブサイト及び当
社ホームページに掲載することとしている。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

IR資料のホームページ掲載 決算説明資料をホームページに掲載している。

IRに関する部署（担当者）の設置 専務取締役をＩＲの担当窓口としている。

その他 投資家への個別訪問等による会社概要・決算内容等の説明を行っている。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

東京鐵鋼企業行動憲章において規定している。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
・ＩＳＯ１４００１を取得し、計画的に環境保全活動に取り組んでいる。

・環境報告書を作成し、ホームページにて公表している。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

（基本的な考え方）

　取締役会で決議した内部統制基本方針に沿って、内部統制システムの整備を進めていきます。

（内部統制基本方針）

　当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、以下のとおり、当社及び当社子会社からなる企業集団（以下「当社グループ」という）の業務の適
正を確保するための体制を整備する。

　

１．当社グループの取締役及び使用人等の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（１）当社の取締役会は社外取締役を含む取締役で構成し、法令、定款及び「取締役会規程」その他の社内規程等に従い重要事項を決定するとと
もに、取締役の職務の執行を監督する。

（２）当社の監査等委員会は「監査等委員会規則」、「監査等委員会監査基準」等に則り取締役の職務執行を監査する。

（３）当社グループのコンプライアンス体制の基礎として、「企業行動憲章」を制定し、代表取締役社長が繰り返しその精神を当社グループの役職
員に伝えることにより、法令及び定款の遵守をあらゆる企業活動の前提とすることを徹底する。

（４）当社にコンプライアンス委員会を設置し、当社グループの役職員全員がコンプライアンスを確実に実践することを支援・指導する。

　　委員会の活動状況については、定期的に取締役会に報告する。

（５）当社グループに関する法令違反その他のコンプライアンスに関する事実について、当社内部及び外部に通報窓口を設ける。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　　　取締役の職務の執行に係る情報については、文書管理規程に従い保存・管理し、10年間は閲覧可能な状態を維持することとする。

３．当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（１）当社グループのリスク管理体制を「リスクマネジメント規程」として定め、重要なリスクと認識する生産設備、安全、品質、環境の４つの領域をカ
バーする中央生産設備管理委員会、中央安全衛生管理委員会、中央品質保証委員会及び中央環境管理委員会を設置し、これらを統轄する責任
者として取締役から選出した最高リスク管理責任者を置く。

（２）リスクが現実化し、重大な損害の発生が予測される場合には、最高リスク管理責任者は速やかに取締役会に報告する。

（３）緊急時における情報の伝達ルート及び対応組織を定め、適切に対応する。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（１）取締役の職務の執行については「取締役執務規則」その他の社内規程に従い、それぞれの分担を明確にし、効率的に行われることを確保す
る。

（２）取締役が全社的な目標を共有すると共に、具体化された部門目標の達成に向けて効率よく業務が執行されるよう、総合予算制度を運用する
。目標達成の進捗状況については、毎月開催する定時の取締役会でチェックする。

５．子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制及び子会社の業務の適正を確保するための体制

（１）「グループ会社管理規程」に基づき子会社を統括する部門が経営管理、経営指導にあたるとともに、子会社に取締役を派遣して業務の適正を
確保する。

（２）定期的にグループ会社営業報告会を開催し、各社の業務運営状況をチェックする。

（３）当社内部監査担当部門は、各社の業務が適正に執行されているかを監査し、結果を取締役に報告する。

（４）「財務報告に係る内部統制規程」を制定し、子会社も含めた当社グループの財務報告の信頼性を確保する。

（５）子会社の取締役の職務の執行については、各子会社の社内規程に従うとともに、当社の経営管理部門又は関連する業務部門との連絡・連
携を密にすることにより、当社子会社として行うべき業務の内容及び目標を明確にして、効率的に行われることを確保する。

６．監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項、当該取締役及び使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）か
らの独立性及び当該取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

（１）監査等委員会がその職務を補助すべき使用人（以下「補助使用人」という）を必要とする場合には、適切な者を監査等委員会専属の補助使用
人として選任する。

（２）補助使用人の人事異動、人事評価、懲戒については、監査等委員会の承認を得なければならないものとする。

（３）補助使用人はその業務を行うにつき当社の監査等委員会の指揮命令に従うものとし、取締役（監査等委員である取締役を除く。）及びその他
の業務執行組織の指揮命令は受けないものとする。

７．当社グループの取締役（当社の監査等委員である取締役を除く。）及び使用人等が当社の監査等委員会に報告するための体制及び当社の監
査等委員会に報告した者が当該報告したことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制

（１）当社グループの役職員は、法令、定款違反または当社グループに著しい損害を及ぼす可能性のある事実を発見した場合には直ちに当社の
監査等委員会に報告する。

（２）当社グループの役職員は、当社グループに関する法令違反その他のコンプライアンスに関する事実について、当社の監査等委員会に通報で
きる。

（３）前二号の報告、通報をした当社グループの役職員に対し、報告、通報したことを理由として不利益な処遇を一切行わない。

８．その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（１）当社の監査等委員会は、代表取締役、会計監査人、内部監査担当部門とそれぞれ定期的に意見交換会を開催することとする。

（２）当社の監査等委員が職務（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）を執行する上で必要な費用の前払い等の請求をした時は、速
やかに当該費用又は債務を支払うものとする。

（整備状況）

　・２００６年３月　内部通報処理規程制定

　・２００６年５月　東京鐵鋼企業行動憲章制定、

　　　　　　　　　　　　内部統制基本方針制定（最終改正　２０１６年６月）

　・２００６年６月　コンプライアンス委員会設置

　・２００７年３月　文書管理規程改正



　・２００７年７月　中央生産設備管理委員会を設置

　・２００８年１０月　財務報告に係る内部統制規程制定

　・２０１２年１月　コンプライアンスハンドブックを改訂し説明会を実施

　・２０１３年５月　社外（弁護士事務所）に内部通報窓口を設置

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

東京鐵鋼企業行動憲章に次の通り定めています。

「市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力や団体には毅然たる態度で対応します。」これを受けて、コンプライアンスハンドブックの中
で、反社会的勢力や団体との一切の関係を遮断すること、利益供与を行わないこと、を全員に周知徹底しております。

また、社内でこれに反する行為を察知した場合には、内部通報処理制度を活用し、早期に解決を図ることとしております。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

　当社では、社内規程「内部者取引管理規程」において、社内各部門で発生した重要情報の管理、伝達、開示について定めておりますが、これら
が確実に、かつ迅速に行えるよう情報管理責任者及び情報管理担当者を設置しております。

　（情報管理責任者）

　重要情報を統括して管理する者で、管理部門を担当する取締役がこれに当たることになっております。２０２２年７月１日現在では専務取締役が
この任に当たっており、合わせて東京証券取引所への情報取扱責任者を兼ねております。

　（情報管理担当者）

　各部門における重要情報を管理する者で、各部門を統括する担当取締役（子会社においては各社の社長）がこれに当たっております。また、（１
）発生事実、（２）決定事実・決算に関する情報発生から開示までの流れはそれぞれ次の通りとなっております。

　　（１）発生事実

　社内各部門（子会社含む）で情報が発生した場合、情報管理担当者から、情報管理（取扱）責任者に報告され、情報管理（取扱）責任者は「適時
開示規則」に照らし、開示の必要性を判断すると共に、社長他役付役員へ報告し、開示内容について承認を得た上で、東京証券取引所へ開示い
たします。

　　（２）決定事実及び決算情報

　社内規程「取締役会規程」において、取締役会の決議事項が定められており、「適時開示規則」に定められた事項（決算に関する情報を含む）を
取締役会で決議した場合には、情報管理（取扱）責任者が速やかに東京証券取引所へ開示いたします。

　




